
 

株 主 各 位 

 

 

 

第 161 期定時株主総会 

その他の電子提供措置事項 

（交付書面省略事項） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結注記表 

個別注記表 
 

（2024 年４月１日から 2025 年３月 31日まで） 

 



　〔 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 〕

１．連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　連結子会社の数 30社

　連結子会社の名称
四変テック㈱、㈱キューヘン、中国電機製造㈱、東北電機製造㈱、ダイヘン産業機器㈱、
ダイヘン青森㈱、ダイヘンスタッド㈱、ダイヘン電設機器㈱、㈱南電器製作所、
ダイヘンテック㈱、ダイホク工業㈱、ダイヘンビジネスサービス㈱、㈱ダイキ、
ダイヘンエンジニアリング㈱、
DAIHEN,Inc.、OTC DAIHEN EUROPE GmbH、OTC DAIHEN Asia Co.,Ltd.、DAIHEN ELECTRIC Co.,Ltd.、
DAIHEN Advanced Component,Inc.、牡丹江OTC溶接機有限会社、台湾OTC有限会社、
OTC機電(上海)有限会社、DAIHEN KOREA Co.,Ltd.、OTC機電(青島)有限会社、
ダイヘンOTC機電(北京)有限会社、ダイヘン精密機械(常熟)有限会社、
OTC DAIHEN INDIA Pvt. Ltd.、PT.OTC DAIHEN INDONESIA、
DAIHEN VARSTROJ welding cutting and robotics d.d.、Lorch Schweißtechnik GmbH

　連結範囲の変更
当連結会計年度より、重要性が増したOTC DAIHEN INDIA Pvt. Ltd.を連結の範囲に
含めております。

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

　主要な非連結子会社の名称
㈱ダイヘン厚生事業団
DAIHEN MEXICO S.A. de C.V.
LASOtech Systems GmbH
Femitec GmbH
Rolan Robotics B.V.
Force Design,Inc.

　連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益
剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため
であります。

２．持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会社の数 1社

　　会社等の名称
OTC DAIHEN Bangkok Co.,Ltd.

 (2) 持分法を適用した関連会社の数 1社

　　会社等の名称
阪神溶接機材㈱

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

大一精工㈱

　　持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、
かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。
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1



３．連結子会社及び持分法適用会社の事業年度等に関する事項

　　　 決算日が12月31日であるDAIHEN,Inc.、OTC DAIHEN EUROPE GmbH、OTC DAIHEN Asia Co.,Ltd.、
　　　 DAIHEN ELECTRIC Co.,Ltd.、DAIHEN Advanced Component,Inc.、牡丹江OTC溶接機有限会社、
　 　　OTC機電(上海)有限会社、DAIHEN KOREA Co.,Ltd.、OTC機電(青島)有限会社、 ダイヘンOTC機電(北京)
　　　 有限会社、ダイヘン精密機械(常熟)有限会社、PT.OTC DAIHEN INDONESIA及びDAIHEN VARSTROJ welding 
　　　 cutting and robotics d.d.の連結子会社13社並びに持分法適用会社のOTC DAIHEN Bangkok Co.,Ltd.は、 
　　　 連結決算日に仮決算を実施して連結しております。
　　　 また、従来、Lorch Schweißtechnik GmbHは、12月31日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた
　　　 重要な取引については連結上必要な調整を行っておりました。
　　　 連結計算書類のより適切な開示を図るため、当連結会計年度の期首より、Lorch Schweißtechnik GmbHは
　　　 連結決算日に仮決算を実施して連結する方法に変更しております。
　　　 なお、Lorch Schweißtechnik GmbHの2024年１月１日から2024年３月31日までの３ヶ月間の損益については、
　　　 利益剰余金の増減として調整しており、連結株主資本等変動計算書の「連結子会社の決算期変更に伴う増減」
　　　 に反映しております。

４．会計方針に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券
　　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの 　
　　時価法
　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
　　  おります。）

　　市場価格のない株式等
　　移動平均法による原価法

 ② デリバティブ
　時価法

 ③ 棚卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
　　ａ　製品・仕掛品
　　　　　総平均法
　　ｂ　商品・原材料・貯蔵品
　　　　　最終仕入原価法（但し、一部は総平均法）

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除く）
　主として定率法（但し、当社の三重工場の建物及び構築物、機械及び装置は定額法）を採用して
　おります。
　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
　取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法（５年）、市場販
　売目的ソフトウエアについては、見込販売数量に基づく方法によっております。
　また、企業結合により識別された顧客関連資産等についてはその効果の及ぶ期間（10～20年）
　に基づく定額法によっております。
　その他の無形固定資産については、定額法によっております。
　なお、償却年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 ③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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 (3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金 
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
　の特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 ② 賞与引当金 
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

 ③ 役員賞与引当金 
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計
　上しております。

 ④ 工事損失引当金
　損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる請負工事について、翌
　連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

 ⑤ 役員退職慰労引当金 
　役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 ⑥ 債務保証損失引当金
　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上して
　おります。

 ⑦ 株式給付引当金
　株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付等に備えるため、当連結会計年度末における
　株式給付債務の見込額に基づき、計上しております。

 ⑧ 耐震工事関連費用引当金
　当社の十三事業所及び三重事業所内の工場の耐震対策工事の実施に伴う撤去費用等の発生に備え
　るため、合理的な見積額を計上しております。

 ⑨ 製品安全対策引当金
　連結子会社である㈱キューヘンで製造、販売する電気温水器に対する点検・修理に伴う費用の発
　生に備えるため、合理的な見積額を計上しております。

 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

　　　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
　については、給付算定式基準によっております。

 ② 数理計算上の差異の費用処理方法
　主として数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）
　による定額法により発生年度から費用処理しております。

 ③ 小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
　都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 (5) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは、各種変圧器、各種溶接機、産業用ロボット、プラズマ発生用電源、クリーン搬
　送ロボット等の製造、販売、修理を主な事業としております。
　これらの事業に係る商品又は製品の販売については、引渡時点において顧客が当該商品又は製品
　に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、原則として商品又は製
　品の引渡時点で収益を認識しております。なお、国内販売においては、出荷時から当該商品又は
　製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識
　しており、輸出販売においては、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負
　担が顧客に移転した時点として、船積時に収益を認識しております。
　現地据付調整作業を伴う一部の商品又は製品については、現地据付調整作業完了後、性能確認が
　完了した時点で収益を認識しております。
　これらの事業に係る修理については、修理完了時点において履行義務が充足されると判断してい
　ることから、原則として修理完了時点で収益を認識しております。
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 (6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　但し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。
　また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ  ッ  ジ  手  段 ヘ  ッ  ジ  対  象

為　 替　 予　 約 外　貨　建　取　引

金 利 ス ワ ッ プ 借 入 金 の 利 息

通 貨 ス ワ ッ プ 外 貨 建 貸 付 金

 ③ ヘッジ方針
　内規に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で行っております。
　なお、リスクカテゴリー別に必要なヘッジ手段を選択しております。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象について、相場変動額又はキャッシュ・フロー変動額をヘッジ期間全体
　にわたり比較し、有効性を評価しております。

 (7) のれんの償却方法及び償却期間

　９年間で均等償却しております。
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　〔 会計上の見積りに関する注記 〕

のれん及び無形資産の評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　のれん 525 百万円

　　無形固定資産 その他 1,900 百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　Lorch Schweißtechnik GmbHを連結子会社化したことに伴い、のれん及び顧客関連資産等の無形資産（以下、
　「のれん等」という。）を連結貸借対照表に計上しております。のれん等は、その効果が及ぶ期間にわたって
　規則的に償却し、未償却残高は減損処理の対象となります。
　のれん等の減損の兆候の把握においては、取得時の事業計画と実績の比較に基づき、超過収益力等の著しい低下
　の有無を検討します。減損の兆候があると認められる場合には、割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額
　を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。
　当連結会計年度において、支配獲得時の事業計画に比して、市況の悪化により営業損益が悪化したことから、
　減損の兆候があると判断しております。そのため、事業計画を見直しの上、減損損失の認識の要否の判定を行い、
　この結果、資産グループの使用及び最終的な処分から見込まれる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿
　価額を上回ったことから、減損損失の認識は不要と判断しております。
　割引前将来キャッシュ・フローは、事業計画を基礎として算定しており、その主要な仮定は売上高の成長と原価率
　の低減であります。売上高の成長については、グループシナジー効果を活用した品揃えの拡充や営業体制の見直し
　等による販売拡大効果を、市場予測も勘案して織り込んでおります。また、原価率の低減については、グループ
　生産拠点を活用したコストダウンや人員体制の最適化等の効果を織り込んでおります。
　事業計画に反映した主要な仮定が、経済環境の変動等により見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度
　において減損処理が必要となる可能性があります。

　〔 会計上の見積りの変更に関する注記 〕

退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更

　当社は、従来、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数を、従業員の平均残存勤務期間以内
　の一定の年数である15年としておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当連結会計年度より
　費用処理年数を13年に変更しております。
　この結果、従来の費用処理年数によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前
　当期純利益はそれぞれ302百万円増加しております。
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　〔 連結貸借対照表に関する注記 〕

１．有形固定資産の減価償却累計額 104,458 百万円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産

1,506 百万円

1,515 百万円

6,692 百万円

185 百万円

2,023 百万円

11,923 百万円

　担保に係る債務

404 百万円

（注） 1,842 百万円

2,246 百万円

(注) 長期借入金には、１年内返済予定のものを含んでおります。

３．有形固定資産及び無形固定資産の取得原価から控除した国庫補助金等の額

百万円

４．保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を

　行っております。

Femitec GmbH 648 百万円

LASOtech Systems GmbH　(注) 629 百万円

Rolan Robotics B.V. 48 百万円

1,326 百万円

(注) 債務保証額から債務保証損失引当金設定額を控除した金額を記載

　　 しております。

５．遡及義務のある売上債権譲渡残高

134 百万円

計

受取手形及び売掛金

計

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

棚 卸 資 産

土 地

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

計

1,017
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　〔 連結損益計算書に関する注記 〕

１．期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上

原価に含まれております。

562 百万円

２．売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

165 百万円

　〔 連結株主資本等変動計算書に関する注記 〕

１．発行済株式に関する事項

　(変動事由の概要)

　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　取締役会決議による自己株式の消却による減少　　　　 400千株

２．自己株式に関する事項

　(注) 普通株式の株式数には、社員向け株式給付信託として信託口が保有する当社株式

（当連結会計年度末113,500株）が含まれております。

　(変動事由の概要)

　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　取締役会決議による自己株式の取得　　 　　 400千株

　　株式給付信託による取得 113千株

　　単元未満株式の買取りによる増加　 1千株

　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　取締役会決議による自己株式の消却による減少　　　　 400千株

　　株式給付信託による処分 0千株

　　譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少　　　 2千株

　　単元未満株式の売却による減少　　　　　　　　　　　　 0千株

３．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

　(注) 2024年11月６日の取締役会決議による配当金の総額には、従業員向け株式給付信託の

信託口が保有する当社株式に対する配当金９百万円が含まれております。

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度末

株式数

普通株式(千株) 25,603  －　 400  25,203  

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度末

株式数

普通株式(千株) 1,186  515  402  1,299  

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,014  82.50  2024年３月31日 2024年６月27日

2024年11月６日
取締役会

普通株式 2,014  82.50  2024年９月30日 2024年12月３日
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 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

 　　　なるもの

　(注) 2025年6月26日の定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員向け株式給付信託の

信託口が保有する当社株式に対する配当金９百万円が含まれております。

　〔 金融商品に関する注記 〕

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等で行い、また、資金調達については銀行等

　金融機関からの借入により行っております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。

　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

　なお、デリバティブ取引は内規に従い、実需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

　あります。

　なお、市場価格のない株式等は、「その他有価証券」には含めておりません。

　（(注)を参照ください。）

　また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、電子記録債務

　並びに短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお

　ります。

　(注) 市場価格のない株式等

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,981  82.50  2025年３月31日 2025年６月27日

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 492   

子会社・関連会社株式 3,811   

合計 4,304   

これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。

(1) 投資有価証券

　　　その他有価証券

　　　　株式 11,676 11,676 

(2) 長期借入金（*2） (44,706) (42,587) △2,118

(3) デリバティブ取引 (28) (28)

(*1) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
(*2) 長期借入金には、１年内返済予定のものを含んでおります。

(単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額(*1)

時価(*1) 差額
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３．金融商品の時価レベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

　　　　　　　　より算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

　　　　　　　　トを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分

類しております。

　(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

通貨スワップ及び為替予約の時価は、先物為替相場等を用いて評価しております。

通貨スワップ及び為替予約の時価は、主に外国為替相場等の観察可能なインプットを用い

たモデルに基づき測定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 11,676 － － 11,676 

デリバティブ取引 － (28) － (28)

時　価
区分

（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － (42,587) － (42,587)

区分
時　価
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　〔 賃貸等不動産に関する注記 〕

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、大阪府、福岡県及びその他の地域において、賃貸用マンショ

　ン及び高齢者専用賃貸住宅（土地を含む。）等を所有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　　価

1,338 4,216 

 (注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除し
　　　  た金額であります。

　　 ２ 当連結会計年度末の時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動
 　　　 産鑑定評価書に基づく金額によっております。
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　〔 収益認識に関する注記 〕

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループは、各種変圧器、各種溶接機、産業用ロボット、プラズマ発生用電源、クリーン搬
送ロボット等の製造、販売、修理を主な事業としており、取引価格の算定については、顧客との
契約において約束された対価で算定しております。
履行義務の充足時点については、商品又は製品を顧客に引き渡した時点、船積時点、現地据付調
整作業完了後、性能確認が完了した時点又は修理完了時点としておりますが、これは当該時点が
商品又は製品の法的所有権、物理的占有、商品又は製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値
が顧客に移転し、顧客からの取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであり
ます。
履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との
契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに
当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ
る収益の金額及び時期に関する情報

　(1) 契約負債の残高等

契約負債は、引き渡した時点又は現地据付調整作業完了後、性能確認が完了した時点に収益

を認識する顧客との契約について、支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するも

のであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。 

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

1,312百万円であります。

　(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末における残存履行義務に配分した取引価格の総額は、109,351百万円であり

ます。当社グループは、当該残存履行義務について、約９割が２年以内に、約１割がその後

３年以内に収益として認識されると見込んでおります。

（単位：百万円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 (期首残高) 57,746 

顧客との契約から生じた債権 (期末残高) 55,477 

契約負債 (期首残高) 1,402 

契約負債 (期末残高) 1,809 

（単位：百万円）

エネルギー
マネジメント

ファクトリー
オート

メーション

マテリアル
プロセシング

計

日本 114,965 9,266 55,366 179,599 7 179,606 

北米 － 3,050 2,704 5,755 － 5,755 

アジア 5,608 15,877 8,024 29,510 － 29,510 

その他の地域 240 4,524 6,553 11,319 － 11,319 

顧客との契約から生じる収益 120,815 32,719 72,649 226,184 7 226,191 

その他の収益 － － － － 184 184 

外部顧客への売上高 120,815 32,719 72,649 226,184 191 226,375 

 (注1) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおります。

報告セグメント

その他
(注1)

合計
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　〔 １株当たり情報に関する注記 〕

１．１株当たり純資産額 5,788円62銭

２．１株当たり当期純利益 493円31銭

　〔 企業結合等に関する注記 〕

企業結合に係る暫定的な会計処理の確定

2024年１月１日(企業結合日)に行われたLorch Schweißtechnik GmbHとの企業結合について、

前連結会計年度において暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定しており

ます。この暫定的な会計処理の確定に伴い、取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されてお

ります。

この結果、前連結会計年度末に暫定的に算定されたのれんの金額2,040百万円は、会計処理の確定に

より1,449百万円減少し、591百万円となっております。のれんの減少は、無形固定資産その他

（顧客関連資産等）が2,025百万円、繰延税金負債が575百万円増加したことによります。 

なお、のれんの償却期間は９年、無形固定資産その他（顧客関連資産等）の償却期間は10～20年

としております。

　〔 重要な後発事象に関する注記 〕

該当事項はありません。
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　〔 重要な会計方針に係る事項に関する注記 〕

１．資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法

② その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの 　

　時価法
　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
　　おります。）

　市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法

 (2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法

 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
　　ａ　製品・仕掛品
　　　　　総平均法
　　ｂ　商品・原材料・貯蔵品
　　　　　最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法（但し、三重工場の建物、構築物、機械及び装置は定額法）を採用しております。
　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降
　に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法（５年）、市場
　販売目的ソフトウエアについては、見込販売数量に基づく方法によっております。
　また、その他の無形固定資産については、定額法によっております。
　なお、償却年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金 
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
　の特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

 個   別   注   記   表 
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 (3) 役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上し
　ております。

 (4) 工事損失引当金
　損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる請負工事について、翌
　事業年度以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

 (5) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
　づき計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

　　① 退職給付見込額の期間帰属方法
　　　 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
　　　 については、給付算定式基準によっております。

　　② 数理計算上の差異の費用処理方法
　　　 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）に
　　　 よる定額法により発生年度から費用処理しております。

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会
　計処理の方法と異なっております。

 (6) 債務保証損失引当金
　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上して
　おります。

 (7) 株式給付引当金
　株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付等に備えるため、当事業年度末における
  株式給付債務の見込額に基づき、計上しております。

 (8) 耐震工事関連費用引当金
　十三事業所及び三重事業所内の工場の耐震対策工事の実施に伴う撤去費用等の発生に備えるため、
　合理的な見積額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

　当社は、各種変圧器、各種溶接機、産業用ロボット、プラズマ発生用電源、クリーン搬送ロボッ
　ト等の製造、販売、修理を主な事業としております。
　これらの事業に係る商品又は製品の販売については、引渡時点において顧客が当該商品又は製品
　に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、原則として商品又は製
　品の引渡時点で収益を認識しております。なお、国内販売においては、出荷時から当該商品又は
　製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識
　しており、輸出販売においては、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負
　担が顧客に移転した時点として、船積時に収益を認識しております。
　現地据付調整作業を伴う一部の商品又は製品については、現地据付調整作業完了後、性能確認が
　完了した時点で収益を認識しております。
　これらの事業に係る修理については、修理完了時点において履行義務が充足されると判断してい
　ることから、原則として修理完了時点で収益を認識しております。
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５．ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　但し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。
　また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ  ッ  ジ  手  段 ヘ  ッ  ジ  対  象

為　 替　 予　 約 外　貨　建　取　引

金 利 ス ワ ッ プ 借 入 金 の 利 息

通 貨 ス ワ ッ プ 外 貨 建 貸 付 金

 (3) ヘッジ方針
　内規に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で行っております。
　なお、リスクカテゴリー別に必要なヘッジ手段を選択しております。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象について、相場変動額又はキャッシュ・フロー変動額をヘッジ期間全体
　にわたり比較し、有効性を評価しております。

　〔 会計上の見積りに関する注記 〕

　 関係会社出資金の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
　関係会社出資金 3,971百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
市場価格のない関係会社出資金は、実質価額が取得価額に比べ著しく下落した場合、将来の事
業計画等により回復可能性が裏付けられる場合を除き減損処理を行っております。
超過収益力を反映して1株当たり純資産額に比べて高い価額で取得したLorch Schweißtechnik 
GmbHに対する関係会社出資金（3,971百万円）については、超過収益力を反映した実質価額と
取得価額を比較して関係会社出資金評価損の認識の要否を検討しております。そのため、事業
計画に基づいたのれん及び顧客関連資産等の無形資産の評価結果は実質価額に影響を及ぼす可
能性があります。
当事業年度において、連結計算書類上ののれん及び顧客関連資産等の無形資産について減損の
兆候が存在しましたが、事業計画を勘案し減損損失の認識は不要と判断しております。
その結果、超過収益力は毀損しておらず、超過収益力を反映した実質価額は取得価額に比べ、
著しく低下していないため、関係会社出資金評価損の計上は不要と判断しております。
減損損失の認識の判定で用いた事業計画における主要な仮定は、連結注記表の会計上の見積りに
関する注記に記載しております。事業計画に反映した主要な仮定が、経済環境の変動等により
見直しが必要となった場合には、翌事業年度において減損処理が必要となる可能性があります。

　〔 会計上の見積りの変更に関する注記 〕

退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更

当社は、従来、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数を、従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数である15年としておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回った
ため、当事業年度より費用処理年数を13年に変更しております。
この結果、従来の費用処理年数によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引
前当期純利益はそれぞれ302百万円増加しております。
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　〔 貸借対照表に関する注記 〕

１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　関係会社に対する短期金銭債権 27,565 百万円

　関係会社に対する長期金銭債権 3,211 百万円

　関係会社に対する短期金銭債務 17,687 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 44,322 百万円

３．担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産

百万円

百万円

0 百万円

675 百万円

百万円

　担保に係る債務

1,650 百万円

４．有形固定資産及び無形固定資産の取得原価から控除した国庫補助金等の額

247 百万円

５．保証債務

　他の会社の金融機関からの借入金に対し、次のとおり債務保証を

　行っております。

Lorch Schweißtechnik GmbH 百万円
OTC DAIHEN EUROPE GmbH 百万円

Femitec GmbH 648 百万円
LASOtech Systems GmbH　(注) 百万円
Rolan Robotics B.V. 百万円
OTC DAIHEN Asia Co.,Ltd. 4 百万円

百万円

(注) 債務保証額から債務保証損失引当金設定額を控除した金額

　　 を記載しております。

６．遡及義務のある売上債権譲渡残高

134 百万円

48

計

1,063

629

1,286

6,111

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

土 地

百万円
DAIHEN VARSTROJ welding cutting
and robotics d.d.

計

長 期 借 入 金

6,134

125

6,936

2,431
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　〔 損益計算書に関する注記 〕

・ 関係会社との取引高

営業取引による取引高

  　 売    上    高 18,707 百万円

　　　仕  入  高　　 仕    入    高 67,260 百万円

営業取引以外の取引高 2,628 百万円

　〔 株主資本等変動計算書に関する注記 〕

自己株式に関する事項

　〔 税効果会計に関する注記 〕

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
退職給付引当金 137 百万円
賞与引当金 897 百万円
棚卸資産評価減 695 百万円
関係会社株式・出資金評価損 965 百万円
耐震工事関連費用引当金 192 百万円
退職給付信託資産 651 百万円
その他 1,095 百万円
繰延税金資産小計 4,636 百万円
評価性引当額 △1,053 百万円
繰延税金資産合計 3,583 百万円

（繰延税金負債）
退職給付信託設定益 △1,050 百万円
その他有価証券評価差額金 △2,476 百万円
固定資産圧縮積立金 △457 百万円
繰延税金負債合計 △3,984 百万円
繰延税金資産の純額 △401 百万円

株式の種類
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

 普通株式（千株） 1,186  515  402  1,299  

(注) 普通株式の株式数には、社員向け株式給付信託として信託口が
     保有する当社株式（当事業年度末113,500株）が含まれております。

　(変動事由の概要)
　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。
　　取締役会決議による自己株式の取得　　 　　 400千株
　　株式給付信託による取得 113千株
　　単元未満株式の買取りによる増加　 1千株
　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。
　　取締役会決議による自己株式の消却による減少　　　　 400千株
　　株式給付信託による処分 0千株
　　譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少　　　 2千株
　　単元未満株式の売却による減少　　　　　　　　　　　　 0千株
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　〔 関連当事者との取引に関する注記 〕

子会社等

　〔 収益認識に関する注記 〕

・ 収益を理解するための基礎となる情報

　連結注記表と同一であります。

　〔 １株当たり情報に関する注記 〕

１．１株当たり純資産額 2,594円36銭

２．１株当たり当期純利益 259円94銭

　〔 企業結合等に関する注記 〕

該当事項はありません。

　〔 重要な後発事象に関する注記 〕

該当事項はありません。

　〔 連結配当規制適用会社に関する注記 〕

該当事項はありません。

　〔 その他の注記 〕

該当事項はありません。

役員の
兼任等

（注）１　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　 （1）ダイヘン産業機器㈱からの当社製品の購入については、他の業者と同様に、会社から提出された総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、
　　　　　　決定しております。
　　　 （2）ダイヘン産業機器㈱への短期資金の貸付については、CMS(ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ）にかかるものであり、市場金利等を勘案して利率を合
　　　　　　理的に決定しており、担保は受け入れておりません。なお、取引金額は期中平均残高を記載しております。
　　　 （3）ダイヘン産業機器㈱への長期資金の貸付については、半導体製造装置向け高周波電源システムの生産能力拡大のための工場増築に
　　　　　　かかるものであり、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しており、担保は受け入れておりません。
　　　 （4）ダイヘン電設機器㈱からの資金の借入については、CMS(ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ）にかかるものであり、市場金利等を勘案して利率を合
　　　　　　理的に決定しており、担保は提供しておりません。なお、取引金額は期中平均残高を記載しております。
　　　 （5）DAIHEN Advanced Componentへの当社製品の販売については、市場価格を勘案し、毎期価格交渉の上、決定しております。
　　　 （6）Lorch Schweißtechnik GmbHの銀行取引に対して、債務保証を行っております。債務保証に係る保証料等は受領しておりません。

電気機械
器具製造
・販売

1,748 
当社製品
の販売

売掛金
電気機械
器具販売

直接100.0

債務保証直接100.0

短期借入金 2,180 直接100.0 ―
当社製品
の購入

資金の借入 1,768 

14,033 

―

―
当社製品の
購入

―
当社製品
の販売

3,535 

2,431 ―

3,885 

長期貸付金
(1年内回収予定含む)

当社製品
の販売

－

子会社

 ダイヘン
 産業機器㈱

鳥取県
鳥取市

335

DAIHEN Advanced
Component,Inc.

Santa Clara,
CA,U.S.A.

300
千ﾄﾞﾙ

 ダイヘン
 電設機器㈱

 Lorch Schweiß
 technik GmbH

Auenwald,
Germany

2,500
千ﾕｰﾛ

電気機械
器具製造
・販売

期末残高
（百万円）

大阪市
淀川区

220

電気機械
器具製造
・販売

関係内容

事業上
の関係

当社製品
の購入

26,068 

長期資金の
貸付

－

3,381 

未払金 24 

議決権等
の所有割合
（被所有）

（%）

取引の内容
取引金額

（百万円）
科　目

買掛金

直接100.0

短期貸付金
短期資金の
貸付

14,565 

種類
会社等
の名称

住所
資本金

（百万円）
事業の
内容
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